
世帯

世帯

％ ( ％ )

２２年国調

44,041

40,927

千円

千円

内

　
訳

都 道 府 県 名 団 体 名
市 町 村 類 型

47 2085

地 方 交 付 税 種 地
190 212

歳 入 の 状 況

決 算 状 況

人

口
平 成 ３ ０ 年 度

国　調　世　帯　数

Ⅲ－１２ ２ 年 国 調 110,351 人

増 減 率 3.5 

う ち 日 本 人 産 業 構 造
２ ７ 年 国 調 114,232 人

区 分 住民基本台帳人口

％ 30. 1. 1 114,372

113,429 人

人

1 - 5
人 口 密 度 5,864 人 増 減 率 0.1 ％

２２年国調
面 積 19.48 k㎡ 31. 1. 1 114,531 人

113,405 人
区分 ２７年国調

0.0 ％
第 １ 次

２７年国調
浦添市

第 ２ 次
6,059 6,321

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
14.7

0.5 0.5 沖縄県
( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

15.0
区 分 平 成 ３ ０ 年 度 ( 千 円 ) 平 成 ２ ９ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
34,896 35,687

84.5 歳 入 総 額 54,852,055 54,803,811

地 方 譲 与 税 178,913 0.3 178,913 0.8
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

地 方 税 15,926,355 29.0 15,926,355 68.4 84.8

1,527,449 1,087,877

配 当 割 交 付 金 17,145 0.0 17,145 0.1
区 分 収 入 済 額 構 成 比

収

支

状

況

歳 出 総 額 53,324,606 53,715,934

利 子 割 交 付 金 10,349 0.0 10,349 0.0 歳 入 歳 出 差 引

旧 工 特
超過課税分

旧 新 産 × 翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 661,068 263,861

× 実 質 収 支 866,381 824,016

3.9 2,121,100 9.1 普 通 税

株式等譲渡所得割交付金 14,780 0.0 14,780 0.1

- 旧 産 炭 × 積 立 金 676,000 292,000

42,365 240,446

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 - - - - 法 定 普 通 税 15,917,997 99.9

15,917,997 99.9 - 低 開 発 × 単 年 度 収 支地 方 消 費 税 交 付 金 2,121,100

- -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 51,925 0.1 51,925 0.2 内

訳

個 人 均 等 割 180,936

6,355,281 39.9 - 山 振 × 繰 上 償 還 金特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - - 市 町 村 民 税

軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - - 所 得 割 4,777,690 30.0 -

0.2 法 人 均 等 割

首 都 × 実 質 単 年 度 収 支 718,365 332,446

200,0001.1 - 過 疎 × 積 立 金 取 崩 し 額 -

職員数(人)
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )地 方 交 付 税 4,895,516 8.9 4,373,136 18.8 法 人 税 割 1,069,118

327,537 2.1 - 近 畿 ×
区 分

6.7 - 中 部 ×

地 方 特 例 交 付 金 44,533 0.1 44,533

- -

固 定 資 産 税 6,982,097 43.8 - 財政健全化等 ×内

訳

普 通 交 付 税 4,373,136 8.0 4,373,136 18.8

う ち 消 防 職 員 98 291,452 2,974

震 災 復 興 特 別 交 付 税 - - - - 軽 自 動 車 税

う ち 純 固 定 資 産 税 6,903,003 43.3 - 指 数 表 選 定 ○

一

般

職

員

等

一 般 職 員 655 1,931,595 2,949

特 別 交 付 税 522,380 1.0

-

( 一 般 財 源 計 ) 23,260,616 42.4 22,738,236 97.7 市 町 村 た ば こ 税 2,202,736

377,883 2.4 - 財 源 超 過 × う ち 技 能 労 務 員

153,549 3,267- 教 育 公 務 員 47

0.0 14,057 0.1 鉱 産 税 - -

13.8

- -

合 計 702 2,085,144 2,970

-

分 担 金 ・ 負 担 金 657,726 1.2 - - 特 別 土 地 保 有 税 - - -

- 臨 時 職 員 - -交通安全対策特別交付金 14,057

95.7

手 数 料 295,409 0.5 - - 目 的 税 8,358 0.1 -

- - - ラ ス パ イ レ ス 指 数使 用 料 385,422 0.7 36,105 0.2 法 定 外 普 通 税

一 人 当 た り 平 均 給 料
（報酬）月額（百円）国 庫 支 出 金 11,904,087 21.7 - - 法 定 目 的 税 8,358 0.1 -

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日

国 有 提 供 交 付 金
472,317 0.9 472,317 2.0

内

訳

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

都 道 府 県 支 出 金 8,894,576 16.2

し 尿 処 理 × 市 区 町 村 長 1 27.04.01 

27.04.01 

× 常 備 消 防 ×

9,040入 湯 税 8,358 0.1 - 議員公務災害 ○

ご み 処 理 × 副 市 区 町 村 長 1 27.04.01 7,490事 業 所 税 - - - 非 常 勤 公 務 災 害 ○

6,750

財 産 収 入 300,915 0.5 - - 水 利 地 益 税 等 - -

退 職 手 当 ○ 火 葬 場 ○ 教 育 長 1- - 都 市 計 画 税 - - -

1 27.04.01 5,360

寄 附 金 161,922 0.3 - - 法 定 外 目 的 税 -

- 事務機共同 議 会 議 長

議 会 副 議 長 1 27.04.01 4,790

繰 入 金 4,022,797 7.3 - - 旧 法 に よ る 税

- - 税 務 事 務 × 小 学 校 ×

× 議 会 議 員 25 27.04.01 4,520× 中 学 校

繰 越 金 1,087,877 2.0 - -

- - - 老 人 福 祉

そ の 他 ○合 計 15,926,355 100.0 - 伝 染 病 ×

諸 収 入 293,276 0.5 10,102 0.0

地 方 債 3,101,058 5.7 - -

歳 入 合 計 54,852,055 100.0 23,270,817 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 (単位：千円･％ )

うち減収補塡債(特例分) - - - -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 1,624,858 3.0 - -

24,895,675

減収補填債（特例分）及び
臨 時 財 政 対 策 債 を 含 め た
経 常 一 般 財 源 等 総 額

平成２９年度(千円)

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 (Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 12,733,152 12,193,410(Ａ)のうち経常収支比率
区 分

決 算 額
( Ａ )

構 成 比
22.2

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位：千円･％ ) 区 分 平成３０年度(千円)

普通建設事業費 充 当 一 般 財 源 等 基 準 財 政 需 要 額 17,106,288 16,924,492

う ち 職 員 給 3,630,135 6.8 3,457,096 - -

人 件 費 5,904,944 11.1 5,572,397 5,537,873

19.6 2,701,722 4,217,545 標 準 財 政 規 模 22,376,337 22,094,345

16,378,343 15,701,126

扶 助 費 17,605,256 33.0 5,102,202 5,065,158 20.3 総 務 費 10,462,109

議 会 費 337,674 0.6 - 337,674 標 準 税 収 入 額 等

0.73 0.73

内

訳

元 利 償 還 金 {
元 金 2,806,013 5.3 2,754,333 2,754,333

民 生 費 23,030,040 43.2 296,433 9,040,677 財 政 力 指 数公 債 費 3,111,144 5.8 3,059,464 3,059,464 12.3

実 質 収 支 比 率 (％)

労 働 費 50,790

3.9 3.7

利 子 305,131 0.6 305,131 305,131 1.2

11.1 衛 生 費 2,247,018 4.2 - 1,746,307
(％) 11.5 12.40.1 - 40,816 公 債 費 負 担 比 率

( 義 務 的 経 費 計 ) 26,621,344 49.9 13,734,063 13,662,495 54.9 商 工 費

93,422 0.2

342,812 0.6

一 時 借 入 金 利 子 - - - - - 農 林 水 産 業 費

6.7 7.614.7 6,120,411 2,358,046 実 質 公 債 費 比 率

(％) - -20,433 44,468 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

127,259 169,303 連 結 実 質 赤 字 比 率 (％) - -

38.26,035 851,786 将 来 負 担 比 率 (％)

土 木 費 7,830,006物 件 費 5,656,356 10.6 4,347,095 3,685,609 14.8 (％)

--

30.8

補 助 費 等 1,939,501 3.6 1,030,034 813,386 3.3 教 育 費 4,965,342

854,249 1.6維 持 補 修 費 443,054 0.8 396,350 382,526 1.5 消 防 費

うち一部事務組合負担金 550,493 1.0 204,032

公 債 費 3,111,144 5.8

- - -

災 害 復 旧 費 -

3,082,2049.3 1,210,747 3,496,244
積 立 金
現 在 高

- 減 債 529,000 328,000

- 3,059,464 特 定 目 的 6,429,723 7,082,336

財 調 3,758,204

203,879 0.8

積 立 金 4,210,371 7.9 1,344,968 -

繰 出 金 3,770,704 7.1 3,092,510 2,326,552 9.3

地 方 債 現 在 高 37,502,219 37,207,174

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 200,236 0.4 136 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金

- 諸 支 出 金 - - - -

495,615 955,239-

債 務 負 担 行 為 額
（ 支 出 予 定 額 ）

物 件 等 購 入

- -

2,367,229 3,206,927

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 53,324,606 100.0 10,483,040 25,362,330 保 証 ・ 補 償

投 資 的 経 費 10,483,040 19.7 1,417,174 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他

う ち 人 件 費 291,197 0.5 291,197 20,870,568 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

実 質 的 な も の -

合 計 99.2 97.9

- - 歳 入 一 般 財 源 等 97.3

う ち 補 助 9,206,036 17.3 312,618 83.8 89.7 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 16,300

う ち 単 独

-

普 通 建 設 事 業 費 10,483,040 19.7 1,417,174 経 常 収 支 比 率 下 水 道 456,042

合 計 3,782,176 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 21,326

再 差 引 収 支 -181,362

上 水 道 11,472

収 益 事 業 収 入 - -

土 地 開 発 基 金 現 在 高 381,506 381,483

1,277,004 2.4 1,104,556 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )
99.0 97.3

災 害 復 旧 事 業 費 - - - 及び臨時財政対策債除く)

後 期 高 齢 978,907 被 保 険 者 数 ( 人 ) 27,532 徴
収
率

[

介 護 1,074,279
被保険者
１人当り{

保険税(料)収入額 78 現
年

・計
失 業 対 策 事 業 費 - 99.0 97.0

歳 出 合 計 53,324,606 100.0 25,362,330 26,610,605 そ の 他

国 民 健 康 保 険 1,261,453 国 庫 支 出 金 0 市 町 村 民 税 99.0

99.1 97.8 98.9 97.423 保 険 給 付 費 301 (％)

]

純 固 定 資 産 税

3,635

0

４ 手 数 料 0
７ そ の 他 0

不 納 欠 損 額 合 計
３ 使 用 料

39,542

6,325

(1) 授 業 料
(4) そ の 他

不　納　欠　損　額

0

6,755

５ 財 産 収 入

６ 諸 収 入

159

2,531

(2)保育所使用料
(3) 公 営 住 宅 使 用 料

25,514

948

１ 地 方 税

２分担金及び負担金



【本決算カードについて】

本決算カードは、各年度に実施した地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）の集計結果に基づき、普通会計歳入・歳出決算額、各種財政指標等の状況について、１枚のカードに取りまとめたものである。基本的には総務省の公表する決算カード
と同様の内容となっているが、一部については、以下のとおり相違点がある。

１「国調世帯数」、「減収補填債（特例分）及び臨時財政対策債を含めた経常一般財源等総額」及び「不納欠損額」については、総務省の公表する内容にはなく、本カード独自のものである。
２「職員数」については、調査年度の4月1日時点の数値を、「給料月額（百円）」及び「一人当たり平均給料月額（百円）」については、調査年度の4月の数値を、「ラスパイレス指数」については、調査年度の速報値を記載している。総務省公表の数値

は調査年度の翌年の数値となっており、本カードの数値とは異なる。
３「公共事業等への操出」については、総務省公表の決算カードで記載されている区分の「工業用水道」、「交通」のかわりに、本カードでは「後期高齢」、「介護」の区分を記載している。

【留意事項】

１普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２経常収支比率の（）内の数値は減収補填債（特例分）及び臨時財政対策債を除いて算出したものである。
３住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。
４面積については、調査年度の10月1日現在の市町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。
５個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、「給料月額（百円）」及び「一人当たり平均給料月額（百円）」を「アスタリスク（*）」としている。
６産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いている。


